第１８章　　　公務員及び選挙
地方公務員の数
　地方公務員とは、いわゆる地方公共団体に勤務する者をいい、その範囲は地方公共団体の職種により極めて広範かつ多様で、更にその身分が国家公務員に属する者もあり、複雑多岐にわたっている。行政部門別、職員区分別に分けてみると、一般職員、教育公務員、警察官、議会議員となり、一般職員は更に、一般行政関係、消防関係、企業関係、教育関係等に細分される。
　昭和54年４月１日現在、大阪府及び府下市町村に勤務する地方公務員数は総数で20万8,785人となり、53年に比べて1,127人、0.5パーセントの微増にとどまった。これは、石油危機以降の長期不況に伴って新規職員の採用手控えが続いているためである。
　部門別にみると、一般職の公務員は12万7,945人で、このうち53.0パーセントが一般行政関係の職員である。又、教育公務員（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、養護教育諸学校に勤務する本務教員）は６万1,589人、警察官は１万7,913人となっている。
　又、公務員１人当たりの府民数をみると、一般職員は府民66人に１人の割合、警察官は470人に１人の割合である。
　なお、府市町村議会の議員数は53年末現在で、定数1,365人に対し1,338人となり、27人が欠員である。
選挙人名簿登録者数
　昭和42年７月に住民基本台帳法が公布され、44年７月から同法第15条の規定が施行された。この結果、従来の永久選挙人名簿への登録申出制度が廃止され、住民基本台帳に記載されている者を市町村長の職権で登録することとなり、又、登録回数も選挙時と年１回（9月）の定時登録に簡素化され、選挙時にできるだけ多くの有権者が把握できるようになった。
　昭和53年９月10日現在の登録者数は570万6,097人（男279万7,811人、女290万8,286人）となり、53年に比べて５万814人、0.9パーセント増加した。地域別にみると、大阪市地域が190万3,535人で53年よりも4,424人減少したほかは、各地域とも増加しており、大阪市域のウェイトは年々低下している。
第９回統一地方選挙
　第９回統一地方選挙は、都道府県並びに指定都市は４月８日、指定都市以外の市及び市町村並びに特別区が４月22日に行われた。
　選挙戦は知事選挙の告示日である３月14日に火ぶたが切られ、４月22日までの約１ヵ月余に及ぶ激しい戦いが繰り広げられた。
大阪府知事選挙
　昭和54年４月８日実施された大阪府知事選挙は、東京都知事選挙とともに統一地方選挙の最大の焦点として５大政党を中心に２者の一騎打ちの形で行われた。今回の選挙は80年代における地方自治のあり方、特に財政再建、地盤回復等の問題をかかえて争われたが、選挙人の足は当日の雨にそがれ、投票率は伸び悩み結局63.31パーセントとなった。戦後通算９回のうちで42年の55.22パーセント、46年の63.03パーセントに次いで投票率は低く、前回の66.27パーセントを2.96ポイント下回った。
　投票の結果は岸さかえ候補が179万３千票を獲得し、黒田了一候補に約12万票の差をつけて当選した。
大阪府議会議員選挙
　大阪府議会議員選挙は、54年４月８日大阪府知事選挙と同時に行われた。立候補者は定数113人に対して192人となり、前回の233人に比べ41人減少し、少数激戦となった。これは各党が乱立をさけ議席獲得の可能性の強いところを重点に候補者をしぼったためと考えられる。又、大淀区、生野区、貝塚市、泉佐野市の４選挙区では無投票当選となった。
　投票の結果の党派別当選人は、自民38人、社会15人、公明19人はそれぞれ前回とかわりなく、共産19人（２人増）、民社10人（１人減）、諸派７人（4人増）、無所属５人（4人減）となった。
